










































































































第 2 期カ lリj キユラム改革(什1997年 ~2000年)人， 
その後，中等教育段階のカリキュラム克査しに
伴って，シティズンシップ教育のカリキュラム
が再検討されることになる第3期カリキュラム改
革 (2005年 ~2007年)である。
3つの時期におけるシティズンシッフ。教育政
策の展開を「国籍J，1権利J，1人権J，1ブリテ
ィッシュネスjをめぐる議論に着自して整理す
る。その上で，中核となる価値のカリキュラム
上の位置づけを把握し 国民意識の形成にかか
わる論点の変化を明らかにする。
主要な検討対象は，シティズンシップ教育の
カリキュラム創設及び改訂に向けて発表された
報告書，及び政策立案にかかわった人物の著作
である。
4.概要
第 1章では，ブリテンにおける帝国に由来す
るシティズンシップの特質を整理した。まず，
地位としてのシティスンシップである国籍は，
特定のナショナルアイデンティティと結びつい
てこなかった。国籍法上において 17"リテン国
民 (Britishcitizen) Jという法的地位が設定さ
れたのも 1981年という比較的近年になってから
のことであった。次に，権利としてのシティズ
ンシップは国籍と結びついたものとして規定さ
れておらず，それぞれの実定法により定められ
てきた。最後に，アイデンティティとしてのシ
ティズンシップについては，ブリテンにおいて
はナショナルアイデンティティが重層的に存在
してきており，それは帝国という歴史を背景と
していた。
第2章では，第 l期カリキュラム改革の議論
を分析した。第 1~訴においては，行動的なシテ
ィズンシップについての検討がなされたが，そ
の検討はシティズンシップ自体の定義にまで及
ぶこととなった。その際，地位(国籍)や権利
は帝国やコモンウェルスとの関連において理解
されており，連合王国という枠組みによって定
義できるものではなかった。また，権利の内容
も明確ではないとされ，シティズンシップは混
乱状態にあるという否定的な認識がみられた。
このようなj犬j兄において，シティズンシップと
人権との関連が見出され，シティズンシップ教
育は人権教育の枠組みを参照すべきであるとい
う勧告がなされた。
第3章では，第2期カリキュラム改革の議論
を分析した。第2期に先立つては，欧州人権条
約の国内法化による1998年人権法の成立を受け
て，権利の明確化という諜題は克服されること
になったO しかしなカTら，この点はカリキュラ
ム改革を推進する主要な背景とはみなされなか
った。関心を集めたのは，若者の政治的無関心
にどのように対処するかという点であり，シテ
ィズンシップ教育において育成しようとする 3
つの要素として「社会的・道徳的責任J，1コミ
ュニティへの参加J，1-政治的リテラシ-Jが設
定された。報告書作成の主要人物であったクリ
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ック (Crick，B.)は人権と市民権を区別し，ま
た手続き的価値を重視した。このことがシティ
ズンシップ教育をめぐる議論において人権が重
視されなかった理由であると考えられる。また，
シティズンシップの前提となる政治共同体につ
いては明言が避けられていた。
第4章では，第 3期カリキュラム改革の議論
を分析した。第 3期に先立つては， 2002年国
籍・移民及び庇護法の改正によって国籍取得の
儀式と宣誓及び誓約(シティズンシップ・セレ
モニー)と言語及び社会の知識のための試験制
度(シティズンシップ・テスト)が導入され，
連合王国に住む人びとが国籍を取得することに
よってブリテン社会に十全に参加することが可
能となり，また社会的結束を高めると考えられ
た。第 3期においては2005年にロンドンで起こ
った爆破事件を発端として，ブリティッシュネ
スをめぐる議論が活発化していた。しかし，シ
ティズンシップ教育においては歴史を通じたブ
リティッシュネス(ブリテンの価値)の学習で
はなく，連合王留における生活という人びとが
実際に経験する具体的プロセスに着自すること
を提起し，第 4の要素として「アイデンティテ
ィと多様性:連合王国における共生jを加える
ことが勧告された。
以上の分析から導ーかれる結論は，イングラン
ドにおけるシティズンシップ教育のカリキュラ
ム改革をめぐる一連の議論においては，ナショ
ナルアイデンティティを中キ友に十居えたシティズ
ンシップの定義を主張する立場がみられたもの
の，国民国家を前提とするシティズンシップと
は異なるシティズンシップのあり方が見出せる
ということである。つまり，連合王国に住む人
びとの多様なアイデンティティを前提としなが
ら，社会統合をはかつていくことが提起された
といえる。このように現実に生じているシティ
ズンシップの要素間のずれを自覚的に認識し，
現実に合わせて対正、していくという方向性は，
グ口一パルな労働力移動という文脈を踏まえた
シティズンシップ，そしてシティズンシップ孝文
育のあり方を考える上で必須の視点である。
5.研究の意義と展望
まず，イングランドのシティズンシッフ。教育
研究への示唆として，帝国に由来するシティズ
ンシップの組み換えという点が分析の出発点と
なることを提起したことである。つまり， 2000 
年代.l-J、降にみられたイングランドのシティズン
シップ教育政策にみるナショナルアイデンテイ
ティや国家の枠組みの強化といった動向が， li 
民自家を前提とするシティズンシップの再構築
なのではなく，その構築に向けた状況であるこ
とを指摘できるということである。
次に，シティズンシップ教育政策研究への示
唆として，国民意識の形成にかかわるシティズ
ンシップの 3つの要素として地位(国籍)，権
利，アイデンティティを設定し，それらの関連
に着目するアプローチを提起したことである。
本研究では，他の政策領域を視野に入れること
でそれぞれの要素をめぐる議論に一定の関連が
見出されながらカリキュラム改革が展開してき
たことを明らかにした。
最後に，イングランドの事例が日本に与える
示唆として，イングランドにおいてはシティズ
ンシップを由民田家の枠組みで定義する密難さ
カヲzi哉されたことによって シティズンシップ
教育を通じたナショナルアイデンティティの形
成に一定の歯止めがかけられていた。しかし，
S本においては「国籍保持者=権利主体=ネイ
ションへの帰属意識jという等式がしばしば自
明のものとみなされている。このような状況に
おいてシティズンシップ教育が推進される際に
は，ナショナルアイデンティティの形成と容易
に結びついてしまう可能性について注意深くあ
らねばならない。また，政策立案過程に着目す
れば，イングランドにおいては比較的独立した
かたちで検討委員会が設置されており，教員や
教育関係者のヒアリングを可能な限り行った上
で政策立案が進められていた点を指摘しておき
たい。このことは，民主的なシティズンシップ
教育のあり方を構想する上で必須のプロセスと
いえるだろう。
(学位取得年月日:平成27年12月31臼)
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